
 

習志野市危険コンクリートブロック塀等安全対策費補助金交付要綱 

 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地震に対するコンクリートブロック塀等の安全性の向上を図るこ

とにより、災害に強いまちづくりを推進するため、地震時に倒壊のおそれのある危

険コンクリートブロック塀等の安全対策に要する経費の一部として、習志野市危険

コンクリートブロック塀等安全対策費補助金（以下「補助金」という。）を予算の範囲

内で交付することについて、習志野市補助金等交付規則（平成２０年規則第１２号。

以下「交付規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

（１） ブロック塀等 組積造の塀（補強コンクリートブロック造の塀を含む）をいう。 

（２） 危険コンクリートブロック塀等 市長が倒壊等の危険があると判断したブロッ

ク塀等で、かつ、塀の高さが原則として１．２メートルを超えるものをいう。 

（３） 安全対策 危険コンクリートブロック塀等の除却又は改修により、安全かつ良

好な状態にする対策を講じることをいう。 

（４） 所有者等 危険コンクリートブロック塀等の所有者（所有者が複数存在する場

合は、その者らが代表者として選任した者）又は管理者（全ての所有者の同意

を得ている者とする。）をいう。 

（５） 特定施工者 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項に規定する

許可を受けている者又は建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律

（平成１２年法律第１０４号）第２１条第１項に基づき千葉県知事の登録を受け

た者をいう。 

（６）避難路 習志野市耐震改修促進計画第３  ６ （４）に定める避難路をいう。 

 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、避難路

に面して築造された危険コンクリートブロック塀等の除却のうち、特定施工者が行う

ものとする。ただし、請負契約によらず自ら工事を実施する場合を除く。 

 

（補助対象者） 

第４条 補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」という。）は、危険



コンクリートブロック塀等の安全対策を行う所有者等であって、次に掲げる要件を

満たすものとする。 

（１） 市民税、固定資産税又は都市計画税を滞納していないこと。 

（２） 土地の販売及び賃貸を目的とし、整地や建物解体工事をする際に危険コンク

リートブロック塀等を除却するものでないこと。 

２ 前項の規定にかかわらず、補助金の交付を、同一箇所について受けたことのある

者に対しては、補助金を交付しないものとする。 

 

（補助対象経費等） 

第５条 補助対象経費は、補助対象事業に要する費用とする。 

２ 補助金の額は、次のいずれかのうち、最も小さい額を限度とする。ただし、その額

に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額とする。 

（１） 補助対象経費に２分の１を乗じて得た額 

（２） 除却する危険コンクリートブロック塀等の長さ１メートル当たり１０，０００円を

乗じて得た額 

（３） １００，０００円 

 

（事前相談） 

第６条 補助対象者は、交付規則第５条の規定により補助金の交付を申請する前ま

でに習志野市危険コンクリートブロック塀等安全対策費補助金事前相談依頼書

（別記第１号様式）を市長に提出し、補助対象事業であることの確認を受けなけれ

ばならない。この場合において補助対象者は、平成３０年６月２１日付け国住指第

１１３０号において通知された「ブロック塀等の点検のチェックポイント」による点検

を含む耐震診断をあらかじめ行うものとする。 

 

（交付申請） 

第７条 交付規則第５条の規定により補助金の交付の申請をしようとするときは、前

条に規定する確認を受けた日が属する年度内かつ補助対象事業に係る契約を締

結する前に、習志野市危険コンクリートブロック塀等安全対策費補助金交付申請

書（別記第２号様式）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

 （１）危険コンクリートブロック塀等の安全対策に関する計画書 

 （２）案内図 

 （３）補助対象事業に要する費用の見積書の写し 

 （４）同意書等、所有者間で合意されていることが確認できるもの（管理者が申請す

る場合や所有者が複数存在する場合） 

 （５）その他市長が必要と認める書類 



 

（交付の条件） 

第８条 交付規則第７条の規定により付する条件は、次に掲げるとおりとする。 

（１） 補助金の交付を申請した年度の１２月２８日までに補助対象事業を完了する

こと。ただし、補助対象事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助対象

事業の遂行が困難になった場合は、速やかに市長に報告し、その指示を受け

ること。 

（２） 危険コンクリートブロック塀等は、原則として全て除却すること。ただし、一部

除却により、危険コンクリートブロック塀等による危険がなくなると認められる

場合は、この限りでない。 

（３） 補助対象事業の遂行に伴い発生した廃棄物は、補助対象者の責任において

適正に処理すること。 

（４） 補助対象事業の遂行により、新たな危険が生じることのないよう安全かつ良

好な状態に保つこと。 

（５） 補助対象事業の遂行後、塀、フェンス等を新たに設置する場合は、交付申請

時にその旨を明記し、建築基準法その他各種法令を遵守すること。 

（６） その他市長が必要と認める条件 

 

（代理受領） 

第９条 市長は、交付規則第８条第１項の規定により補助金の交付の決定を受けた

者（以下「交付決定を受けた者」という。）からの委任に基づき、交付決定を受けた

者に支給されるべき額の限度において、交付決定を受けた者に代わり、補助対象

事業を施工した特定施工者に当該補助金を支払うことができる。 

２ 前項の規定による支払いがあったときは、交付決定を受けた者に対し、補助金の

支給があったものとみなす。 

３ 交付決定を受けた者から補助金の受領の委任を受けた特定施工者（以下「代理

受領者」という。）は、当該交付決定を受けた者から第５条第１項の費用から補助

金の額を差し引いた額の支払いを受けるものとする。 

４ 代理受領者は、前項の規定により支払いを受けたときは、交付決定を受けた者に

対し、当該支払いを受けた額に係る領収書を交付しなければならない。 

 

（実績報告） 

第１０条 交付規則第１６条の規定により実績報告をしようとするときは、習志野市危

険コンクリートブロック塀等安全対策費補助金実績報告書（別記第３号様式）に、次

に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

 （１）補助対象事業に係る契約書の写し 



 （２）補助対象事業の遂行状況の記録及び写真 

 （３）補助対象事業の遂行に伴い発生した廃棄物の処分報告書 

 （４）補助対象事業に要した費用の請求書の写し 

 （５）補助対象事業に要した費用の領収書又は前条第４項の領収書の写し 

 （６）その他市長が必要と認める書類 

 

第１１条 交付規則第１９条の規定により補助金の交付の請求をしようとするときは、

習志野市危険コンクリートブロック塀等安全対策費補助金交付請求書（別記第４号

様式）を市長に提出しなければならない。この場合において、代理受領者が補助金

を受領する場合は、委任状（別記第５号様式）を添えなければならない。 

 

（申請書等） 

第１２条 交付申請書、実績報告書及び交付請求書の様式は、交付規則第５条第３

項、第１６条第２項及び第１９条第３項の規定により、この要綱に規定する別記第２

号様式、別記第３号様式及び別記第４号様式によるものとする。 

 

（補則） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

 

 

附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

  



別記 第１号様式（第６条） 

（第１面） 

習志野市危険コンクリートブロック塀等安全対策費補助金事前相談依頼書 

 

年  月  日 

  

習志野市長  宛て 

 

申請者 住 所  

 （フリガナ）  

 氏 名                   

 電話番号  

 

 

習志野市危険コンクリートブロック塀等安全対策費補助金交付要綱第２条第２号

に規定する危険コンクリートブロック塀等に該当し、補助対象事業であるか否かの

確認を受けたいので、次のとおり関係書類を添えて依頼します。 

 

コンクリート 

ブロック塀 

等の概要 

所 在 地 習志野市 

所 有 形 態 □ 単独   □ 共有（   人）   □ 管理者 

高 さ ｍ  長 さ ｍ  

築 造 年 代 □      年   月築造   □ 不明 

面する道路 
□ 建築基準法第４２条   項   号 

□ その他（                 ） 

※所在地には、危険コンクリートブロック塀等が存する土地の地名地番を記入してください。 

 

 

 

 

 



（第２面） 

安全性確認（耐震診断）状況等 

□ コンクリートブロック造                確認日：     年  月  日 

確認項目 安全性基準 確認結果 

１ 高 さ 地盤面から２．２ｍ以下であること。 □ はい 

□ いいえ 

２ 厚 さ １０ｃｍ以上であること。ただし、塀の高さが２ｍ超

２．２以下の場合は、１５ｃｍ以上であること。 

□ はい 

□ いいえ 

３ 控え壁 塀の長さの３．４ｍ以下ごとに、塀の高さの５分の１

以上突出した控え壁があること。 

□ はい 

□ いいえ 

４ 基 礎 コンクリート基礎があること。 □ はい 

□ いいえ 

５ 健全性 傾きやひび割れ等がないこと。 □ はい 

□ いいえ 

６ 鉄 筋 塀の中に直径９ｍｍ以上の鉄筋が、縦横ともに８０

ｃｍ間隔以下で配筋されており、縦筋の壁頂部及び

基礎の横筋にそれぞれかぎ掛けされていること。 

□ はい 

□ いいえ 

□ 不明 

７ 根入れ 【塀の高さが１．２ｍ超の場合のみ確認】 

基礎の根入れの深さは３０ｃｍ以上あること。 

□ はい 

□ いいえ 

□ 不明 

□ 石造、れんが造                   確認日：     年  月  日 

確認項目 安全性基準 確認結果 

１ 高 さ 地盤面から１．２ｍ以下であること。 □ はい 

□ いいえ 

２ 厚 さ 塀の高さの１０分の１以上の厚さがあること。 □ はい 

□ いいえ 

３ 控え壁 塀の長さ４ｍ以下ごとに、塀の厚さの１．５倍以上突

出した控え壁があること。 

□ はい 

□ いいえ 

４ 基 礎 コンクリート基礎があること。 □ はい 

□ いいえ 

５ 健全性 傾きやひび割れ等がないこと。 □ はい 

□ いいえ 

６ 根入れ 基礎の根入れの深さは２０ｃｍ以上あること。 □ はい 

□ いいえ 

□ 不明 

※第２面は、平成３０年６月２１日付け国住指第１１３０号において通知された「ブロック塀等の点

検のチェックポイント」を基に作成しています。 



（第３面） 

現 況 図 

 

添付図書 

（１） 案内図 

（２） 現況写真（道路側及び宅地側から全景を撮影したもの） 

（３） その他市長が必要と認める書類 

 

備考 

１ この依頼書は、習志野市危険コンクリートブロック塀等安全対策費補助金交付要綱第２条第２

号で規定する危険コンクリートブロック塀等に該当し、補助対象事業であるか否かの確認を受

けるためのものです。この相談により補助対象事業に該当すると確認され、補助金の交付の申

請をしようとする場合は、別途補助金の交付申請手続が必要となります。 

  



第２号様式（第７条） 

（第１面） 

習志野市危険コンクリートブロック塀等安全対策費補助金交付申請書 

 

年  月  日 

 習志野市長  宛て 

 

申請者 住 所  

 （フリガナ）  

 氏 名                  

 電話番号  

 

 

習志野市危険コンクリートブロック塀等安全対策費補助金の交付を受けたいので、

習志野市補助金等交付規則により、次のとおり関係書類を添えて申請します。 

なお、補助金の交付要件確認のため、「市民税、固定資産税及び都市計画税の納

付状況」について、調査することに同意します。 

 

１ 補助金交付申請額 

             円      （（Ｆ）を記入） 

 

２ 補助金の額の算定 

危険コンクリートブロック塀等の除却に要する経費の見積額（Ａ） 

（Ａ）             円 ×１／２＝ （Ｂ）             円 

※（Ｂ）は１，０００円未満の端数を切り捨てた額を記入 

除却する危険コンクリートブロック塀等の長さ（Ｃ） 

（Ｃ）         ｍ ×１０，０００円＝ （Ｄ）             円 

※（Ｄ）は１，０００円未満の端数を切り捨てた額を記入 

限度額（Ｅ）：１００，０００円 

申請額（Ｆ）：             円 

（（Ｂ）、（Ｄ）又は（Ｅ）のいずれか小さい方の額を記入） 

 

３ 工事着工予定年月日            年   月   日 

 

４ 工事完了予定年月日            年   月   日 

 

 

 



（第２面） 

５ 危険コンクリートブロック塀等の概要 

所 在 地 習志野市 

所 有 形 態 □ 単独   □ 共有（   人）   □ 管理者 

構 造 
□ コンクリートブロック造   □ 石造   □ れんが造 

□ その他 （                   ） 

高 さ ｍ   長 さ ｍ   

築 造 年 代 □       年   月築造   □ 不明 

面する道路 
□ 建築基準法第４２条   項   号 

□ その他（                 ） 

※所在地には、危険コンクリートブロック塀等が存する土地の地名地番を記入してください。 

 

６ 特定施工者 

氏 名 

（法人にあっては商号又は名称及び代表者の氏名） 

 

 

所 在 地  

許 可 番 号 

(登録番号) 

□ 建設業の場合 

建設業許可 （         ）□ 大臣 □ 知事 

（   ‐   ） 第          号 

（           工事業） 

□ 解体工事業の場合 

解体工事業登録 千葉県知事 （登‐   ） 第         号 

 

７ 添付図書 

（１） 危険コンクリートブロック塀等の安全対策に関する計画書 

（２） 案内図 

（３） 補助対象事業に要する費用の見積書の写し 

（４） 同意書等、所有者間で合意されていることが確認できるもの（管理者が申請

する場合や所有者が複数存在する場合） 

（５） その他市長が必要と認める書類 

 

 

 



（第３面） 

 

誓 約 欄 

１ 補助対象事業の遂行に伴い発生した廃棄物は、適正に処理を行います。 

２ 補助対象事業を土地又は建築物の販売及び賃貸を目的として行うものではあ

りません。 

３ 補助対象事業の遂行により、新たな危険が生じることのないよう安全かつ良好

な状態に保ちます。 

４ 補助対象事業の遂行後、塀、フェンス等を新たに設置する場合は、建築基準法

をはじめとする各種法令を遵守します。 

５ 上記のほか、関係法令等を遵守します。 

 

上記事項を誓約します。 

この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

年  月  日 

 

申請者氏名              印    

 

   



第３号様式（第１０条） 

 

習志野市危険コンクリートブロック塀等安全対策費補助金実績報告書 

 

年  月  日 

 習志野市長  宛て 

 

申請者 住 所  

 （フリガナ）  

 氏 名                   

 電話番号  

 

 

年   月   日付け習志野市指令建指第    号により習志野市

危険コンクリートブロック塀等安全対策費補助金の交付決定の通知を受けた補助

対象事業が完了したので習志野市補助金等交付規則により、次のとおり関係書類

を添えて申請します。 

 

１ 補 助 金 の 額 円 

２ 着 手 年 月 日 年   月   日 

３ 完 了 年 月 日 年   月   日 

４ 添 付 書 類 （１） 補助対象事業に係る契約書の写し 

（２） 補助対象事業の遂行状況の記録及び写真 

（施工前・施工中・施工後） 

（３） 補助対象事業の遂行に伴い発生した廃棄物

の処分報告書 

（４） 補助対象事業に要した費用の請求書の写し 

（５） 補助対象事業に要した費用の領収書の写し 

（６） その他市長が必要と認める書類 

５  習志野市危険コンク

リートブロック塀等

安全対策費補助金

交付要綱第９条の

規定により補助金の

受領を委任した額 

                             円 

 



第４号様式（第１１条） 

 

習志野市危険コンクリートブロック塀等安全対策費補助金交付請求書 

 

年  月  日 

 

 習志野市長  宛て 

 

申請者 住 所  

 （フリガナ）  

 氏 名                  印 

 電話番号  

 

 

習志野市補助金等交付規則により、習志野市危険コンクリートブロック塀等安全対

策費補助金の交付を次のとおり請求します。 

 

１ 指令年月日 年  月  日 ２  指 令 番 号 
習志野市指令 

建指第     号 

３ 交付決定額 円 

４ 交付確定額 円 

５ 交付請求額 円 

 

 

６ 
金融機関名 

支 店 名 

 

 

 

預 金 区 分 １普通・ ２当座・ ３貯蓄 

（ フ リ ガ ナ ） 

口 座 名 義 

 

 
口 座 番 号 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 



第５号様式（第１１条） 

委  任  状 

 

   年   月   日 

 

習志野市長 宛て 

 

（委任者）   住  所                        

 

氏  名                      印 

 

電話番号                       

 

私は、習志野市危険コンクリートブロック塀等安全対策費補助金           円に

ついて、下記の者に受領の権限を委任します。 

 

 

記 

 

（受任者） 

住  所                        

 

氏  名                        

 

電話番号                       

 

振 込 先 

金融機関名                       

 

本・支店名                  本・支店 

預金種別     普通  ・  当座  ・  貯蓄 

 

口座番号                        

（フリガナ） 

口座名義                        


